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地球と食糧の未来のために

JIRCAS 本部（つくば市）

熱帯島しょ研究拠点（石垣市）

総面積:約 30ha 試験圃場:約 21ha



国立研究開発法人 国際農林水産業研究センター法
（センター法／個別法）

第11条（業務の範囲）
センターは第３条の目的を達成するため、次の業務を行う。

１ 熱帯又は亜熱帯に属する地域その他開発途上にある海外の地域に
おける農林水産業に関する技術上の試験及び研究、調査、分析、鑑
定並びに講習を行うこと。

２ 前号の地域における農林水産業に関する内外の資料の収集、整理
及び提供を行うこと。

３ 科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律（平成20年
法律第63号）第34条の６第1項の規定による出資並びに人的及び
技術的援助のうち政令で定めるものを行うこと。

４ 前3号の業務に附帯する業務を行うこと。

組織の成り立ち 設立根拠法

（各独立行政法人の名称、目的、業務の範囲等に関する事項を定める法律）
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第5期中⾧期計画実施体制

（国際農研要覧）
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過去に発生した750の極端気象の83%が人間活動による気候変動の影響であることがイベントア
トリビューションにより判明

Mapped: How climate change affects extreme weather around the world -
Carbon Brief (by Robert McSweeney and Ayesha Tandon issued on Nov 14, 
2024) 

Peter A. Stott, D.A. Stone&M.R. Allen 2024, 
Human contribution to the European heatwave 
of 2003, Nature 432, 610-614

極端気象に対する人間活動の影響







気象庁 | 気象業務はいま ２０２４ | 特集１ 地球沸騰の時代
が到来!? ～気象庁の気候変動に関する取り組み～

令和5年夏の大雨および記録的な高温に地球温暖化が与え
た影響に関する研究に取り組んでいます

2023年の記録的猛暑に地球温暖化の影響が大きく
寄与!!



気象庁 | 気象業務はいま ２０２４ | 特集１ 地球沸騰の時
代が到来!? ～気象庁の気候変動に関する取り組み～

令和5年度地球温暖化影響調
査レポート（農林水産省
index-154.pdf）

6月ー8月の地域平均気温平年差の推移

極端気象による農産物への影響



• 大気中のメタン濃度は産業革命以前の
水準の2.6倍、少なくとも過去80万年
間で最も高水準

• 近年メタン削減を掲げた政策が増えてい
るにもかかわらず、過去20年間にメタン
年間排出量は20％増加

• 過去5年間にメタン排出がこれまでにな
い速さで増加。
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過去5年間メタン排出がこれまでにない速さで増加



水稲

反芻家畜

家畜糞尿

• アジアは、農業由来の温室効果ガス
（GHG）排出の最大の寄与地域。

• アジア地域の主食であるコメ、近年消
費が急増している反芻家畜やその糞
尿からのメタン発生が主な原因。

• 農業生産と気候変動緩和を両立する
持続的食料システムの構築が喫緊の
課題。 (Jackson et al. 2024)

(FAOSTAT)

過去5年間メタン排出がこれまでにない速さで増加
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我が国における農業分野における気候変動適応策
への取り組み

日本の「みどりの食料システム戦略」
は、イノベーション、環境負荷の低減、
関係者の協働を通じて、2050年ま
でに持続可能な食料システムの構
築に向けた取り組みを推進。
主な目標:
 農業におけるCO₂排出量ゼロの

達成
 農薬リスクの50％削減
 化学肥料使用量の30％削減
 有機農業の面積を農地全体の

25％まで拡大



日アセアンみどり協力プラン
（令和5年10月採択）



（令和6年12月策定）
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AWD: Alternate Wetting and Drying 今後、1,500万―2,000万haの水田で水
不足が深刻化する（Tuong and Bouman
2003)

フィリピン、バングラで一種、中国北部、イ
ンドシナ半島北西部、コベリーデルタ（イン
ド南部、チャオプラヤデルタ（タイ）が水不
足の深刻化が顕著（Tuong and Bouman
2007)

http://www.knowledgebank.irri.org/training/fact-sheets/water-
management/saving-water-alternate-wetting-drying-awd
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水稲栽培における節水・GHG排出削減技術



• 複数国・多環境下で実施された節水型間断灌漑（AWD）の試験結果と既存知見を整
理し、排水の強度と時期を生育ステージや圃場条件に応じて調整することが、増収・節水・
メタン排出削減を同時に実現するうえで重要であることを明らかにした。この考え方を基に、
日本で培われた水管理技術を発展させ、圃場条件に応じた排水強度の最適化を提案す
る日本型間断灌漑（MiDi）を体系化した。その枠組みとして、環境条件マトリクス（図
1）を構築し、その判断に基づき設定した排水スケジュールA・B（図2）を整理した。

生育ステージと環境条件に応じた排水最適化による日本型間断灌漑（MiDi）

図2 排水スケジュールA・B（MiDiの適用指針）
横棒の色は、生育ステージごとの推奨排水強度を示す。

図1 圃場の還元性と水資源条件
に基づく排水判断マトリクス
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AWD適用条件



石垣での実証試験
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• 浅植え（慣行区）よりも深植えの方がサトウキビの茎重
• 台風による倒伏への耐性が確認
• 農家圃場でも再現性が高い技術

フィリピンでの実証試験

浅植え深植え

深植え栽培技術

浅植え
（慣行）

深植え

＜背景＞
 台風などの自然災害の頻発化
 化学肥料の国際価格高騰
 窒素による環境負荷増大

10-15cm 25-30cm

＜技術による効果＞
 サトウキビの収量増加
 肥料と水の利用効率改善
 株出し回数を増加
 栽培期間の⾧期化による土壌流出抑制
 土壌有機炭素（SOC）の増加

部分耕起

Yammer Agri Co., LTD.

熱帯島しょ環境における農業技術改善による環境負
荷低減
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インドにおけるBNI強化コムギ品種開発

BNI 親系統

（窒素施用50％)

• インド多地点において、BNI強
化コムギの窒素肥料削減およ
び収量向上に関する評価試
験実施。

• インドのメガ品種8品種を用い
て、BC2F4系統を開発。

ブラキアリア
(Brachiaracton)

ソルガム
(Sorgoleon)

メイズ
(MBOA)

ミレット
(???)

BNI Munal 親Munal

L. racemosus

X
コムギ
(???)
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BNI 強化コムギ系統
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• 国内の試験圃場におい
て、穀粒収量（GY）が
大幅に向上。

• 窒素肥料の使用量を
60％削減。

• LCA分析により、BNI強
化コムギの導入により
GHG9.5％削減が可能

硝化抑制率0% 40%

9.5%
reduction

G
H

G
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M
t)

生物的硝化抑制（BNI)による環境負荷低減技術
亜酸化窒素の排出削減と生産量向上を可能にする

BNI強化作物開発
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BC5F3
(CS由来)

BC3F1

BC5F1

BC3F1

国内向けBNI強化コムギの開発
みどりの食料システム戦略に貢献



国際農研における
熱帯作物研究

（ポスター発表）

キャッサバモザイク病
抵抗性品種の開発技術

多用途型サトウキビ品種
JIRCAS-サトウキビ遺伝
資源データベース

JIRCASマンゴー
遺伝資源サイト

パッションフルーツの
ウイルスフリー化技術



www.jircas.go.jp


